
議案第１号

令和７年度和歌山市一般会計補正予算 (第２号)

令和７年度和歌山市一般会計補正予算 (第２号) は､ 次に定めるところによる｡

(歳入歳出予算の補正)

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１, ３２９, ８１３千円を追加し､ 歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１６１, ８５６, ８５３千円とする｡

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は､ ｢第１表 歳入歳出予算補正｣ による｡

(債務負担行為の補正)

第２条 債務負担行為の追加は､ ｢第２表 債務負担行為補正｣ による｡

(地方債の補正)

第３条 地方債の追加変更は､ ｢第３表 地方債補正｣ による｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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第１表

歳入歳出予算補正 (第２号)

歳 入 (単位 千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

15 国 庫 支 出 金 ３８,７０５,３８３ ５３６,５４７ ３９,２４１,９３０

２ 国 庫 補 助 金 ３,０７３,７３０ ４１２,０４２ ３,４８５,７７２

３ 国 庫 交 付 金 ８,０９０,１１４ １１７,５０５ ８,２０７,６１９

４ 国 庫 委 託 金 １７,５２２ ７,０００ ２４,５２２

16 県 支 出 金 １２,９８１,５８９ ７,７８５ １２,９８９,３７４

２ 県 補 助 金 ２,８１９,３６２ ３９６ ２,８１９,７５８

４ 県 委 託 金 ２２０,４４９ ７,３８９ ２２７,８３８

18 寄 附 金 ２,８８２,０４０ ５,０００ ２,８８７,０４０

１ 寄 附 金 ２,８８２,０４０ ５,０００ ２,８８７,０４０

19 繰 入 金 ８０９,４９８ ３３６,５７０ １,１４６,０６８

１ 基 金 繰 入 金 ７００,６４１ ３３６,５７０ １,０３７,２１１

21 諸 収 入 ２,７８９,７６７ △１６３,３８９ ２,６２６,３７８

７ 雑 入 １,３４９,４７９ △１６３,３８９ １,１８６,０９０

22 市 債 ６,８２５,５００ ６０７,３００ ７,４３２,８００

１ 市 債 ６,８２５,５００ ６０７,３００ ７,４３２,８００

歳 入 合 計 １６０,５２７,０４０ １,３２９,８１３ １６１,８５６,８５３
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歳 出 (単位 千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

２ 総 務 費 １３,０１７,１６８ ３７,９３３ １３,０５５,１０１

１ 総 務 管 理 費 ８,１０８,７４４ ４８ ８,１０８,７９２

３ 市 民 生 活 費 ６０３,５８１ １０,９００ ６１４,４８１

６ 統 計 調 査 費 ２５９,０２７ ７,３９４ ２６６,４２１

７ 文化スポーツ費 １,１８１,２５９ １９,５９１ １,２００,８５０

３ 民 生 費 ８０,３０１,２９７ ４６,６８６ ８０,３４７,９８３

１ 社 会 福 祉 費 ３３,３０４,０１２ ３６,２３６ ３３,３４０,２４８

２ 生 活 保 護 費 １８,３４１,２２１ １０,４５０ １８,３５１,６７１

４ 衛 生 費 ９,８３４,０１１ △２９,８２３ ９,８０４,１８８

１ 保 健 衛 生 費 ４,３０６,６８１ △４１,１８４ ４,２６５,４９７

２ 清 掃 費 ５,０８０,９４２ １１,３６１ ５,０９２,３０３

６ 商 工 費 ３,７０６,６２５ ２３,４８５ ３,７３０,１１０

２ 観 光 費 ９５１,６５９ ２３,４８５ ９７５,１４４

７ 土 木 費 ８,７７８,４２０ １,０７３,００１ ９,８５１,４２１

１ 土 木 管 理 費 １,０３７,９９９ ３７５ １,０３８,３７４

２ 道 路 橋 梁 費 ３,３８７,５５８ ６９５,５６９ ４,０８３,１２７

５ 都市計画道路費 ２５０,８２１ ２３８,６００ ４８９,４２１

６ 公 園 費 ３５８,７１２ １３８,４５７ ４９７,１６９

８ 消 防 費 ５,４２７,８４３ △９,９６２ ５,４１７,８８１

１ 消 防 費 ５,４２７,８４３ △９,９６２ ５,４１７,８８１

９ 教 育 費 １０,１７１,６５２ １８０,４５０ １０,３５２,１０２

１ 教 育 総 務 費 ２,３１４,６７１ ６,５２２ ２,３２１,１９３

２ 小 学 校 費 ２,８３２,１０４ ２,８９０ ２,８３４,９９４

３ 中 学 校 費 ８１５,７８５ ２,９６１ ８１８,７４６

６ 社 会 教 育 費 ２,１５４,８１９ １,１８８ ２,１５６,００７

７ 保 健 体 育 費 ７１１,６４４ １６６,８８９ ８７８,５３３

12 諸 支 出 金 ８,９９８,９７７ ８,０４３ ９,００７,０２０

１ 公 営 企 業 費 ８,７８５,４６８ ８,０４３ ８,７９３,５１１

歳 出 合 計 １６０,５２７,０４０ １,３２９,８１３ １６１,８５６,８５３
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第２表

債 務 負 担 行 為 補 正

１ 追 加 (単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

地方道整備事業 (岡崎１３０号線) 令 和 ８ 年 度 ６２,５００

合 計 ６２,５００

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

資機材搬送車更新事業 令 和 ８ 年 度 ２４,３４５

合 計 ２４,３４５
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第３表

地 方 債 補 正

１ 追 加 (単位 千円)

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

観光基盤施設
整備事業 18,100 証書借入又

は債券発行

年4.0％以内 (ただし､
利率見直し方式で借り入
れる政府資金及び地方公
共団体金融機構資金につ
いて､ 利率の見直しを行っ
た後においては､ 当該見
直し後の利率)

政府その他の資金の借入
れについては､ その融通条
件による｡ ただし､ 市財政
の都合により据置期間及び
償還期限を短縮し､ 又は繰
上償還若しくは低利に借り
換えることができる｡

共同調理場建
設事業 125,100 〃 〃 〃

教育施設整備
事業 5,800 〃 〃 〃

計 149,000

２ 変 更 (単位 千円)

起債の目的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

道路施設改善
事業 849,200 証書借入又は債券発行

年4.0％以内
(ただし､ 利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について､ 利
率の見直しを
行った後にお
いては､ 当該
見直し後の利
率)

政府その他
の資金の借入
れについては､
その融通条件
による｡ ただ
し､ 市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し､ 又は繰上
償還若しくは
低利に借り換
えることがで
きる｡

1,014,500 証書借入又は債券発行

年4.0％以内
(ただし､ 利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について､ 利
率の見直しを
行った後にお
いては､ 当該
見直し後の利
率)

政府その他
の資金の借入
れについては､
その融通条件
による｡ ただ
し､ 市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し､ 又は繰上
償還若しくは
低利に借り換
えることがで
きる｡

地方道整備事
業 567,100 〃 〃 〃 704,300 〃 〃 〃

街路事業 123,400 〃 〃 〃 228,500 〃 〃 〃

公園施設整備
事業 34,000 〃 〃 〃 109,000 〃 〃 〃

消防施設整備
事業 878,100 〃 〃 〃 853,800 〃 〃 〃

計 6,825,500 7,283,800



議案第２号

令和７年度和歌山市駐車場管理事業特別会計補正予算 (第１号)

令和７年度和歌山市駐車場管理事業特別会計補正予算 (第１号) は､ 次に定めるところによる｡

(歳入歳出予算の補正)

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２, ７００千円を追加し､ 歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ１, ６２８, １３７千円とする｡

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は､ ｢第１表 歳入歳出予算補正｣ による｡

(地方債の補正)

第２条 地方債の追加は､ ｢第２表 地方債補正｣ による｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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第１表

歳入歳出予算補正 (第１号)

歳 入 (単位 千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

４ 市 債 － ２,７００ ２,７００

１ 市 債 － ２,７００ ２,７００

歳 入 合 計 １,６２５,４３７ ２,７００ １,６２８,１３７

歳 出 (単位 千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

２ 道 路 駐 車 場
管 理 費 １１３,０５８ ２,７００ １１５,７５８

１ 道 路 駐 車 場
管 理 費 １１３,０５８ ２,７００ １１５,７５８

歳 出 合 計 １,６２５,４３７ ２,７００ １,６２８,１３７
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第２表

地 方 債 補 正

１ 追 加 (単位 千円)

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

道路駐車場整
備事業 2,700 証書借入又

は債券発行

年4.0％以内 (ただし､
利率見直し方式で借り入
れる政府資金及び地方公
共団体金融機構資金につ
いて､ 利率の見直しを行っ
た後においては､ 当該見
直し後の利率)

政府その他の資金の借入
れについては､ その融通条
件による｡ ただし､ 市財政
の都合により据置期間及び
償還期限を短縮し､ 又は繰
上償還若しくは低利に借り
換えることができる｡

計 2,700



議案第３号

令和７年度和歌山市後期高齢者医療特別会計補正予算 (第１号)

令和７年度和歌山市後期高齢者医療特別会計補正予算 (第１号) は､ 次に定めるところによる｡

(歳入歳出予算の補正)

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０, ０６４千円を追加し､ 歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ１２, １３３, ２３９千円とする｡

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は､ ｢第１表 歳入歳出予算補正｣ による｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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第１表

歳入歳出予算補正 (第１号)

歳 入 (単位 千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

５ 諸 収 入 １１,９４３ １０,０６４ ２２,００７

１ 雑 入 １１,９４３ １０,０６４ ２２,００７

歳 入 合 計 １２,１２３,１７５ １０,０６４ １２,１３３,２３９

歳 出 (単位 千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

１ 総 務 費 ８２,２６３ １０,０６４ ９２,３２７

１ 総 務 管 理 費 ８２,２６３ １０,０６４ ９２,３２７

歳 出 合 計 １２,１２３,１７５ １０,０６４ １２,１３３,２３９



議案第４号

令和７年度和歌山市公共下水道事業会計補正予算 (第１号)

第１条 令和７年度和歌山市公共下水道事業会計の補正予算は､ 次に定めるところによる｡

第２条 令和７年度和歌山市公共下水道事業会計予算 (以下 ｢予算｣ という｡ ) 第２条第４号を

次のように改める｡

� 主要な建設改良事業

管渠整備事業 ３,０６６,０６６千円

ポンプ場整備事業 ８８８,７５９千円

処理場整備事業 １,３２０,８３５千円

第３条 予算第４条本文括弧書中 ｢資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５, ２７５,

８５４千円｣ を ｢資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５, ２８０, ４４６千円｣ に､

｢当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２２９, ６７８千円､ 当年度分損益勘定留

保資金３, ８９４, ６８１千円､ 繰越利益剰余金処分額１８８, ３１８千円及び当年度利益剰

余金処分額９６３, １７７千円｣ を ｢当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２３４,

２２３千円､ 当年度分損益勘定留保資金３, ８９４, ３３７千円､ 繰越利益剰余金処分額２５

７, ４２５千円及び当年度利益剰余金処分額８９４, ４６１千円｣ に改め､ 資本的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正する｡

(科 目) (既決予定額) (補正予定額) ( 計 )

収 入

第１款 下水道事業資本的収入 ７,４６５,５８６千円 △８３,９０２千円 ７,５４９,４８８千円

第１項 企 業 債 ３,９２８,６００千円 ４５,４００千円 ３,９７４,０００千円

第２項 補 助 金 ２,６８５,４２４千円 ３４,９６３千円 ２,７２０,３８７千円

第３項 負 担 金 ８５０,５６２千円 ３,５３９千円 ８５４,１０１千円

支 出

第１款 下水道事業資本的支出 １２,７４１,４４０千円 ８８,４９４千円 １２,８２９,９３４千円

第１項 建 設 改 良 費 ５,１８９,０２１千円 ８８,４９４千円 ５,２７７,５１５千円

第４条 予算第６条の表を次のように改める｡
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起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

公共下水道
事 業

公共下水道
事業借換債

資 本 費
平 準 化 債

千円

２,７４２,４００

４５１,４００

７８０,２００

普通貸借又は証券発
行｡ 借入時期は令和
７年度中とする｡ た
だし､ 工事の進捗状
況等により起債額の
全部又は一部を翌年
度に繰り延べて借り
入れることができる｡

年４.０％以内 (ただ
し､ 利率見直し方式
で借り入れる政府資
金及び地方公共団体
金融機構資金につい
て､ 利率の見直しを
行った後においては､
当該見直し後の利率)

政府その他の資金
の借入れについては､
その融通条件による｡
ただし､ 企業財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し､ 又は繰上償還若
しくは低利に借り換



第５条 予算第１０条中 ｢７, ９０３, １４７千円｣ を ｢７, ９１１, １９０千円｣ に改める｡

第６条 予算第１１条中 ｢１, １５１, ４９５千円｣ を ｢１, １５１, ８８６千円｣ に改め､ 次

のように処分するものとする｡

� 減 債 積 立 金 １,１５１,８８６千円

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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議案第５号

和歌山市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例の制定について

和歌山市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定める｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例

(和歌山市職員の育児休業等に関する条例の一部改正)

第１条 和歌山市職員の育児休業等に関する条例 (平成４年条例第４号) の一部を次のように改

正する｡

第１条中 ｢第１９条第１項及び第２項｣ を ｢第１９条第１項から第３項まで及び第５項｣ に

改める｡

第２４条第２号中 ｢及び勤務日ごとの勤務時間｣ を削り､ ｢除く｡ ｣ の次に ｢次条において

同じ｡ ｣ を加える｡

第２５条の見出し中 ｢部分休業｣ を ｢第１号部分休業｣ に改め､ 同条第１項中 ｢部分休業 (

育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう｡ 以下同じ｡ ) の承認は､ 正規の勤務時

間 (非常勤職員 (短時間勤務職員を除く｡ 以下この条において同じ｡ ) にあっては､ 当該非常

勤職員について定められた勤務時間) の始め又は終わりにおいて｣ を ｢育児休業法第１９条第

２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部分休業 (以下 ｢第１号部分休業

｣ という｡ ) の承認は｣ に改め､ 同条第２項及び第３項中 ｢部分休業｣ を ｢第１号部分休業｣

に改め､ 同条の次に次の４条を加える｡

(第２号部分休業の承認)

第２５条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定

する部分休業 (以下 ｢第２号部分休業｣ という｡ ) の承認は､ １時間を単位として行うもの

とする｡ ただし､ 次の各号に掲げる場合にあっては､ それぞれ当該各号に定める時間数の第

２号部分休業を承認することができる｡

(１) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって､ 当該勤

務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数

(２) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって､ 当該残時間数の全

てについて承認の請求があったとき 当該残時間数

(育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間)

第２５条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は､ 毎年４月１日から翌

年３月３１日までとする｡

(育児休業法第１９条第２項第２号の条例で定める時間)

第２５条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の条例で定める時間は､ 次の各号に掲げる職
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員の区分に応じ､ 当該各号に定める時間とする｡

(１) 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分

(２) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて得た時間

(育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情)

第２５条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は､ 配偶者が負傷又は疾

病により入院したこと､ 配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定による申出時に予

測することができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定による変更 (第２７条

において ｢第３項変更｣ という｡ ) をしなければ同項の職員の小学校就学の始期に達するま

での子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする｡

第２６条中 ｢部分休業｣ を ｢育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業｣ に改める｡

第２７条中 ｢第１４条の規定は､ 部分休業について準用する｡ ｣ を ｢育児休業法第１９条第

６項において準用する同法第５条第２項の条例で定める事由は､ 職員が第３項変更をしたとき

とする｡ ｣ に改める｡

(和歌山市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正)

第２条 和歌山市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例 (昭和２８年条例第２３号) の一

部を次のように改正する｡

第１９条第２項第１号中 ｢一部｣ を ｢全部又は一部｣ に改める｡

(和歌山市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正)

第３条 和歌山市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例 (平成１６年条例第４３号)

の一部を次のように改正する｡

第１７条第２項第１号中 ｢一部｣ を ｢全部又は一部｣ に改める｡

附 則

１ この条例は､ 令和７年１０月１日から施行する｡

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律 (平成３年法律第１１０号) 第１９条第２項第２号に

掲げる範囲内において､ この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間における部分休

業の承認の請求をする場合におけるこの条例による改正後の和歌山市職員の育児休業等に関す

る条例第２５条の４の規定の適用については､ 同条第１号中 ｢７７時間３０分｣ とあるのは ｢

３８時間４５分｣ と､ 同条第２号中 ｢１０｣ とあるのは ｢５｣ とする｡
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議案第６号

和歌山市職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て

和歌山市職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山市職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例の一部を改正する条例

和歌山市職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例 (平成６年条例第３５号) の一部を次のように

改正する｡

第１５条第１項中 ｢第１７条の２第１項｣ を ｢第１７条の３第１項｣ に改める｡

第１７条の３を第１７条の４とする｡

第１７条の２第１項中 ｢申告､ 請求又は申出 (次条において ｢請求等｣ という｡ ) ｣ を ｢請求

等｣ に改め､ 同条を第１７条の３とし､ 第１７条の次に次の１条を加える｡

(妊娠､ 出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等)

第１７条の２ 任命権者は､ 和歌山市職員の育児休業等に関する条例 (平成４年条例第４号) 第

２８条第１項の措置を講ずるに当たっては､ 同項の規定による申出をした職員 (以下この項に

おいて ｢申出職員｣ という｡ ) に対して､ 次に掲げる措置を講じなければならない｡

(１) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置 (次号において ｢出生時両立支援制

度等｣ という｡ ) その他の事項を知らせるための措置

(２) 出生時両立支援制度等の請求､ 申告又は申出 (以下 ｢請求等｣ という｡ ) に係る申出職員

の意向を確認するための措置

(３) 和歌山市職員の育児休業等に関する条例第２８条第１項の規定による申出に係る子の心身

の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し､

又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資す

る事項に係る申出職員の意向を確認するための措置

２ 任命権者は､ ３歳に満たない子を養育する職員 (以下この項において ｢対象職員｣ という｡

) に対して､ 規則で定める期間内に､ 次に掲げる措置を講じなければならない｡

(１) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置 (次号において ｢育児期両立支援制

度等｣ という｡ ) その他の事項を知らせるための措置

(２) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置

(３) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状況に起因

して発生し､ 又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情

の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置

３ 任命権者は､ 第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取扱いに当た
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っては､ 当該意向に配慮しなければならない｡

附 則

１ この条例は､ 令和７年１０月１日から施行する｡ ただし､ 次項の規定は公布の日から施行す

る｡

２ 任命権者は､ この条例の施行の日 (以下 ｢施行日｣ という｡ ) 前においても､ この条例によ

る改正後の和歌山市職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例第１７条の２第２項の規定の例によ

り､ 同項各号に掲げる措置を講ずることができる｡ この場合において､ その講じられた措置は､

施行日以後は､ 同項の規定により講じられたものとみなす｡

― 70 ―



議案第７号

和歌山市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について

和歌山市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山市印鑑条例の一部を改正する条例

和歌山市印鑑条例 (昭和４７年条例第６号) の一部を次のように改正する｡

第５条第１項中第５号を削り､ 第６号を第５号とし､ 第７号を第６号とする｡

第１２条第２項中 ｢前項｣ を ｢前２項｣ に､ ｢､ 当該申請が｣ を ｢当該申請が｣ に､ ｢の上｣

を ｢し､ 前項の申請によるときは個人番号カード用利用者証明用電子証明書が効力を失っていな

いこと及び電子利用者証明 (公的個人認証法第２条第２項に規定する電子利用者証明をいう｡ )

が有効になされたことも確認し｣ に改め､ 同項を同条第３項とし､ 同条第１項の次に次の１項を

加える｡

２ 前項の規定にかかわらず､ 印鑑登録者は自らの個人番号カード (行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律 (平成２５年法律第２７号) 第２条第７項の個

人番号カードであって､ 個人番号カード用利用者証明用電子証明書 (電子署名等に係る地方公

共団体情報システム機構の認証業務に関する法律 (平成１４年法律第１５３号｡ 以下 ｢公的個

人認証法｣ という｡ ) 第２２条第１項の個人番号カード用利用者証明用電子証明書をいう｡ 第

１６条第３号において同じ｡ ) が記録されたものをいう｡ 次条及び第１６条第２号において同

じ｡ ) を印鑑登録証明書交付申請書に添え､ 印鑑登録証明書の交付を市長に申請することがで

きる｡

第１３条中 ｢個人番号カード用利用者証明用電子証明書 (電子署名等に係る地方公共団体情報

システム機構の認証業務に関する法律 (平成１４年法律第１５３号｡ 以下この条において ｢公的

個人認証法｣ という｡ ) 第２２条第１項の個人番号カード用利用者証明用電子証明書をいう｡ )

が記録されている｣ 及び ｢ (行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律 (平成２５年法律第２７号) 第２条第７項に規定する個人番号カードをいう｡ ) ｣ を削る｡

第１４条中 ｢第７号｣ を ｢第６号｣ に改める｡

第１６条第２号中 ｢印鑑登録証｣ の次に ｢又は個人番号カード｣ を加え､ 同条中第４号を第６

号とし､ 第３号を第５号とし､ 第２号の次に次の２号を加える｡

(３) 個人番号カード用利用者証明用電子証明書が失効しているとき｡

(４) 第１２条第２項の規定による申請において､ 印鑑登録証明書の交付を受けようとする者が､

印鑑登録者本人でないとき｡

附 則

１ この条例は､ 公布の日から起算して４月を超えない範囲内において規則で定める日から施行
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する｡

２ 印鑑登録原票の登録事項及び印鑑登録証明書の記載事項については､ この条例による改正後

の第５条及び第１４条の規定にかかわらず､ 地方公共団体情報システムの標準化 (地方公共団

体情報システムの標準化に関する法律 (令和３年法律第４０号) 第２条第３項に規定するもの

をいう｡ ) の実施作業の完了に時間を要する場合に限り､ その間､ なお従前の例によることが

できる｡
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議案第８号

和歌山市小児慢性特定疾病児童等に係る日常生活用具の給付に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

和歌山市小児慢性特定疾病児童等に係る日常生活用具の給付に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山市小児慢性特定疾病児童等に係る日常生活用具の給付に関する条例の一部を

改正する条例

和歌山市小児慢性特定疾病児童等に係る日常生活用具の給付に関する条例 (平成２８年条例第

１８号) の一部を次のように改正する｡

別表第１に次のように加える｡

附 則

この条例は､ 公布の日から施行する｡
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チューブ型包帯

(１年分)

皮膚疾患群にり患してお

り､ 軽微な外力により水

疱やびらんを生じ､ 皮膚

障害を起こすことがある

状態

外力から皮膚を保護

できること｡

１７０, ５００円



議案第９号

和歌山市営片男波海水浴場駐車場条例の一部を改正する条例の制定について

和歌山市営片男波海水浴場駐車場条例の一部を改正する条例を次のように定める｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山市営片男波海水浴場駐車場条例の一部を改正する条例

和歌山市営片男波海水浴場駐車場条例 (平成元年条例第３２号) の一部を次のように改正する｡

第２条の２第２項中 ｢得て｣ の次に ｢駐車場の全部又は一部を｣ を加える｡

第３条中 ｢駐車場法 (昭和３２年法律第１０６号) 第２条第４号に規定する自動車で､ 車長４

. ９５メートル以下､ 車幅１. ９５メートル｣ を ｢道路交通法 (昭和３５年法律第１０５号) 第

３条に規定する普通自動車で､ 長さ５. ００メートル以下､ 幅２. ００メートル｣ に改める｡

第５条を次のように改める｡

(駐車料金の納付)

第５条 駐車場を使用する者 (第１２条において ｢使用者｣ という｡ ) は､ 自動車を出場させる

際に駐車料金を納付しなければならない｡

第１２条に次の１項を加える｡

２ 駐車場内において使用者に生じた次に掲げる損害について､ 市は､ その損害を賠償する責め

を負わない｡

(１) 天災その他不可抗力により生じた損害

(２) 車両相互の接触又は衝突により生じた損害

(３) 盗難等により生じた損害

(４) 前３号に掲げるもののほか､ 市の責めに帰することができない事由により生じた損害

附 則

この条例は､ 公布の日から施行する｡ ただし､ 第５条の改正規定は､ 令和７年７月１日又はこ

の条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する｡
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整理番号 路 線 名 起 点
終 点 備 考

７－９３ 吹上９３号線 和歌山市吹上３丁目
和歌山市吹上３丁目

７－９４ 吹上９４号線 和歌山市吹上３丁目
和歌山市吹上３丁目

１１－２５６ 宮２５６号線 和歌山市鳴神
和歌山市鳴神

１６－２０１ 宮前２０１号線 和歌山市中島
和歌山市中島

１９－１２３ 三田１２３号線 和歌山市和田
和歌山市和田

２１－２２０ 木本２２０号線 和歌山市榎原
和歌山市榎原

２４－１７９ 西和佐１７９号線 和歌山市栗栖
和歌山市栗栖

２４－１８０ 西和佐１８０号線 和歌山市栗栖
和歌山市栗栖

２４－１８１ 西和佐１８１号線 和歌山市岩橋
和歌山市岩橋

２４－１８２ 西和佐１８２号線 和歌山市岩橋
和歌山市岩橋

２４－１８３ 西和佐１８３号線 和歌山市岩橋
和歌山市岩橋

２５－１７８ 岡崎１７８号線 和歌山市森小手穂
和歌山市森小手穂

３６－８５ 山口８５号線 和歌山市里
和歌山市里

３８－１７４ 雑賀１７４号線 和歌山市塩屋５丁目
和歌山市塩屋５丁目

４１－２２６ 名草２２６号線 和歌山市内原
和歌山市内原

４１－２２７ 名草２２７号線 和歌山市内原
和歌山市内原

議案第１０号

市道路線認定について

道路法第８条第２項の規定により市道の路線を次のとおり認定する｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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議案第１１号

あらたに生じた土地の確認について

地方自治法第９条の５第１項の規定により､ 本市内に次の土地があらたに生じたことを確認す

る｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

１ 位置及び面積

和歌山市西浜字中川向ノ坪１６６０番１の地先公有水面埋立地

２５７. ２１平方メートル

２ 埋立人 和歌山県
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議案第１２号

字の区域の変更について

地方自治法第２６０条第１項の規定により､ 本市内の字の区域を次のとおり変更する｡

令和７年６月１２日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山市西浜字中川向ノ坪に編入する区域及び面積

和歌山市西浜字中川向ノ坪１６６０番１の地先公有水面埋立地

２５７. ２１平方メートル
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